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１ 趣旨   この基準は、入間市水道事業給水条例管理規程（平成１０年公企管規程第４号）
第１２条第１項ただし書の規定に基づき、水道事業の管理者の権限を行う市長

（以下｢管理者｣という。）が受水槽を設置しなくてよいと認める直結増圧給水方

式（以下｢増圧給水｣という。）及び対象建築物について必要な事項を定めるもの

とする。 

２ 増圧給水の適用要件 

（１） 対象建築物 

メーター口径が７５ｍｍ以下の建築物に適用する。 

（２）適用除外 

① 毒物、劇物、薬品等の危険な化学物質を取扱い、これらを製造、加工又は 

貯蔵を行う工場、事業所、研究所等。   

② 一時に大量の水を使用する施設、常時一定の水圧、水量を必要とする施設、 
工事等により一時的に断水するときも給水の持続を必要とする施設等。   

（３） 増圧給水設備の設置 

３階建て以上の建築物に直結給水をしようとする場合は、別に定める３階直

結給水実施基準に適合するものを除き、増圧給水設備を設置しなくてはならな

い。 

（４）対象区域 

配水管の最小動水圧が０.２ＭＰａ以上確保できる地域を対象とする。 

（５）他の給水方式との併用 

① 建築物の種類や使用目的に応じて、直圧給水方式（以下｢直圧給水｣とい 

う。）、増圧給水及び貯水槽水道方式との併用で受水することができる。                  
② 直圧給水と増圧給水とを併用する場合は、原則として直圧給水は２階まで 

とする。 

③ 高架水槽方式との併用は認めない。ただし、既存施設の改造が困難な場合 

はこの限りでない。 

（６）配水管と分岐する給水管との関係   ① 分岐可能な配水管は、口径５０ｍｍ以上とする。 

② 配水管から分岐する給水管口径は、原則として配水管口径の２口径以下 

にしなければならない。ただし、配水管口径５０ｍｍからの分岐については、

口径２５ｍｍまでとする。 

（７）共用水栓の設置    メーターバイパスユニット等の破損及び増圧給水設備の故障、停電等の対応
として、共用栓を１階又は２階部分に設け、共用メーターを設置すること。

なお、分岐については第一止水栓と親メーターの間とする。 
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（８）設計水量の算定方法    設計に用いる同時使用水量は、次により算定するものとする。 

① 共同住宅の同時使用水量は、財団法人ベターリビングで定める優良住宅部 

品認定基準（ＢＬ基準）により算出する。ただし、ワンルームタイプは、フ

ァミリータイプの６５％として算出することができる。 

② 共同住宅以外の同時使用水量は、空気調和衛生工学便覧（平成７年版）の 

給水用具給水負荷単位により算出すること。 

③ 上記により難い場合は、施設の実態に応じた計算式にすることができる。 
（９）給水管口径の決定 

① 配水管から分岐する給水管の口径は、同時使用水量を供給できる口径とし
なければならない。 

② 増圧給水設備以降の給水管内流速は、瞬時最大給水量時において２．０ 

ｍ／ｓｅｃまでとする。    

（１０）増圧給水設備 

① 増圧給水設備は、日本水道協会規格｢水道用直結加圧形ポンプユニット 
（ＪＷＷＡ Ｂ １３０）又は同等以上の性能を有するものとする。              
② 増圧給水設備は、口径７５ｍｍ以下とし、その設置場所は、１階以下の点
検が容易にできる場所とすること。また、必要に応じて防音処置や凍結防止

対策を施さなければならない。 

③ 配水管内の圧力低下によるポンプ自動停止圧力は０．０７ＭＰａとし、再 

起動の設定圧力は、０.１０ＭＰａとする。 

④ 増圧給水設備の流入、流出側に止水栓を設置しなければならない。 

⑤ 増圧給水設備に故障が生じた時は、本体又は管理人室等で確認できる構造 

とする。 

⑥ 減圧式逆流防止装置を、増圧給水設備の流入側に設置し、減圧式逆流防止 

装置の中間室逃がし弁の排水は、適切な吐水口空間を確保した間接排水とす

る。 

⑦ 増圧給水設備については、耐圧試験は不要とする。 

（１１）配管上の留意事項 

① 配水管から分岐する給水管が５０ｍｍ以上、かつ、受水世帯が５０以上の 

場合は、配水管の分岐位置の左右にソフトシール弁を設置し、配水経路を切

替えることができるようにしなければならない。 

② 増圧給水設備を設置する場合は、親メーターの交換時に、断水を生じさせ 

ないためのバイパス管を設置しなければならない。なお、事務所、倉庫にお

いてはこの限りではない。 
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③ 増圧給水設備以降の給水方法については、次のとおりとする。 

ア 立ち上げる又は下げるシャフトごとに止水栓を取り付けること。 

イ 適切な位置に吸排気弁を取り付けること。 

ウ 各戸メーターの設置位置については、点検及び取替えが容易な場所とし、
漏水によって階下の居住者に被害を及ぼさないよう防水又は排水に必要

な処置を行うこと。 

エ 各戸メーターを１階に設置する場合には、各戸メーターの流出側に逆流
防止装置を取り付けること。 

オ 各戸メーターが凍結するおそれのないよう適切な保温をすること。 

カ 共同住宅等で、水道、電気及びガス等の計量器並びに配管を収納するメ
ーターボックス（以下｢ボックス｣という。）及び扉の標準寸法は、次のと

おりとする。 

ボックス 

（１）幅      ８００ｍｍ以上 

（２）高さ     ８００ｍｍ以上 

（３）奥行き    ３００ｍｍ以上 

扉 

（１）幅      ６００ｍｍ以上 

（２）高さ     ８００ｍｍ以上 

※ ボックス内に各戸メーターを単独で取り付ける場合は、ボックス及び扉
の幅並びに高さを６００ｍｍとすることができる。 

キ ボックス内の配管等は、次のとおりとする。   １）各戸メーターの流入側には、メーター用ボール止水栓（伸縮式）、流
出側には逆流防止装置を取り付けること。ただし、キ２）の配管材料を

使用することにより、メーターユニットを設置することができることと

する。   ２）各戸メーターの流入側及び流出側の配管材料については、硬質塩化ビ 

ニールライニング鋼管又はステンレス鋼鋼管を使用すること。   ３）各戸メーターは、ガス、電気等の配管又は、計量器等に接しないよう
にし、その間隔については２０ｃｍ以上とすること。 

３ 給水装置工事の申込み 

（１）増圧給水をしようとする者は、あらかじめ直結増圧給水事前協議申請書  （様式１）を管理者に提出し、その承認を受けなければならない。 

（２） 管理者は、前項の申請書の提出があったときは、調査し、その可否を決し、 

当該申請者に直結増圧給水事前協議回答書（様式２）により通知するものとす

る。 

（３） 前項の規定により、増圧給水の承認を受けた者は、給水装置の新設等の申 

し込みの際に、誓約書（様式３）及び２（８）で積算した水理計算書を提出し
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なければならない。   

４ 給水装置所有者の管理及び責任 

（１）増圧給水設備の機能を適正に保つため、１年以内ごとに１回以上の定期点 

検を行うとともに、必要な処置を行わなければならない。           

（２）増圧給水設備の故障等の緊急連絡先を増圧給水設備本体及び管理人室等に 

明示するとともに居住者に周知しなければならない。 

（３）給水装置の完成検査時に、直結増圧給水設備設置状況調査表（様式４）を 

提出しなければならない。  

（４） 給水装置の所有者及び管理責任者に変更があったときは、誓約書（様式 

３）及び給水装置所有者変更届（様式５）により、速やかに管理者に届け出な

ければならない。 

    

この基準は、平成１５年４月１日から施行する。  この基準は、平成１７年４月１日から施行する。  この基準は、平成１９年４月１日から施行する。  この基準は、平成２４年４月１日から施行する。  この基準は、平成２９年４月１日から施行する。  この基準は、令和 ２年４月１日から施行する。  この基準は、令和 ３年４月１日から施行する。 
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様式１（直結増圧給水関係） 

 

直結増圧給水事前協議申請書   年  月  日 

（あて先）入 間 市 長                 給水装置工事申請者                 住所又は所在地                 氏名又は名称                               電 話 番 号 

 

次のとおり直結増圧給水について事前協議を申請します。 

工 事 場 所 入間市 

給水装置工事期間     年  月  日から      年  月  日まで  
計画建築物概要 

□新築  □既存  地上  階・地下   階・地上  ｍ 

□共同住宅 □店舗併用住宅 □事務所併用住宅 □事務所 
住宅戸数    戸（ □ﾌｧﾐﾘ-ﾀｲﾌﾟ □ﾜﾝﾙｰﾑﾀｲﾌﾟ □混在 ） 

給

水

装

置

概

要 

給水方法 

□直結増圧給水方式    （   階 ～    階  ） 

□併用式    （ □１・２階直圧   □貯水槽方式 ） 

既設配管使用 □ 無     □ 有 

使用水量 

瞬時最大使用水量       Ｌ／ｍｉｎ 

計画一日最大給水量      ㎥／日 

取出口径 配水管 φ   ㎜ ・ 取出 φ   ㎜ ・ 増圧ポンプ φ   ㎜ 

親メータ口径 φ    ㎜  

各戸メータ口径

及び設置数  

住宅部分  口径φ   ㎜  個 口 径 φ   ㎜  個 

非住宅部分 口径φ   ㎜  個 口 径 φ   ㎜  個 

共用部分 口径φ   ㎜  個 口 径 φ   ㎜  個 

１ 添付図書    案内図、平面図、透視図、水理計算書及びその他必要とするもの。（２部） 

２ 事前協議の内容に変更が生じた場合は、再協議をすること。 

指定給水装置工事事業者名 

連絡先 

 

（    ） 
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様式２（直結増圧給水関係）  
直結増圧給水事前協議回答書    年  月  日               様  

入間市長            
直結増圧給水事前協議について（回答）    年  月  日付けで協議の依頼があった直結増圧給水について、

下記のとおり回答します。 
記 
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様式３（直結増圧給水関係） 

 

誓  約  書 

           年  月  日 

（あて先）入 間 市 長                      給水装置工事申込者(所有者) 

住所又は所在地  

氏名又は名 称              

電 話 番 号 

 

給水装置の設置場所 
入間市 

建築物の名称 

指定給水装置工事事業者名 
               

電話番号    （   ）        

増圧給水設備等の管理責任者 
氏名又は名称                

電話番号    （   ）        

 

直結増圧給水設備を設置するにあたり、次のとおり誓約します。 

記 

１ 停電や故障により増圧給水設備が停止したとき、又は渇水等の対策による制限給水時
に、断水又は水圧低下に伴う出水不足が発生した場合には、１階又は、２階部分の共用

栓を使用します。 

２ 直結増圧給水設備を設置した場合には、貯留機能がないため、給配水管の漏水等によ
る事故時及び水道施設の工事等に伴う断水時には、水の使用ができなくなることを承諾

します。 

３ 出水不良若しくは断水又は給水装置の使用形態の変更等（専用住宅から店舗等への変
更）により、当方の給水に支障を来たすときは、自費で貯水槽等の設備を設置します。 

４ 直結増圧給水設備の機能を適正に保つため、１年以内ごとに１回以上の定期点検を行
うとともに、必要な処置を行います。 

５ 直結増圧給水設備に起因して、逆流又は漏水が発生し貴市上下水道部、若しくはその
他の使用者等に損害を与えた場合は、責任を持って補償いたします。  

６ 設置者（所有者）又は管理責任者を変更したときは、変更後の所有者又は管理責任者
にこの装置が条件付きであることを熟知させ、管理者に届けます。 

７ 上記各項の条件を使用者等に周知徹底させ、直結増圧給水設備に起因する紛争等につ
いては、当事者間で解決します。 
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様式４（直結増圧給水関係）  
直結増圧給水設備設置状況調査表 

設 置 年 月 日   年  月   日 
水 栓 ・ 門 標 番 号 水栓番号 門標番号 
工  事  場  所 入間市 
建 築 物 の 名 称  
所 有 者 名 
連 絡 先     

ＴＥＬ      （     ） 
給

水

装

置

概

要 

給 水 形 態 □直結増圧給水方式   （   階 ～   階  ） 
□併用式（   階直圧  ・ 貯水槽方式 有効水量   ㎥ ） 

取 出 口 径 配水管 φ   ㎜ ・ 取出 φ   ㎜ ・ 増圧ポンプ φ  ㎜ 
親メータ口径 φ    ㎜        
各戸メータ 口
径及び設置数  住宅部分 口径 φ   ㎜  個 口径 φ    ㎜   個 

非住宅部分 口径 φ   ㎜  個 口径 φ    ㎜   個 
共用部分 口径 φ    ㎜   個 口径 φ    ㎜   個 

指定給水装置工事事業者名 
連 絡 先   

（    ） 
増圧給水設備保守点検請負業者名 
連 絡 先   

（    ） 
増圧給水設備製造業社名 
連 絡 先 
機種型式番号 
緊急連絡先 

                       
（    ）           （    ）             
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様式５（直結増圧給水関係）  
給 水 装 置 所 有 者 変 更 届    年  月  日 

（あて先）入 間 市 長     
給水装置所有者について下記のとおり変更が生じましたのでお届けします。 

記 
給水装置の設置場所 入間市 

建築物の名称 
〃  新所有者 住  所 

氏  名                    
電話番号 

〃  旧所有者 住  所 
氏  名                    
電話番号 

管 理 責 任 者 
（連 絡 先） 氏名又は名称 

電話番号 
変 更 理 由 売 買 ・ 相 続 ・ 贈 与 ・その他（      ） 
〔注意事項〕 
１ 旧所有者が所在不明な場合やその他の理由により署名が得られないときは、新
所有権を取得したことを証明する書類を添付してください。 
２ 後日、利害関係人その他の者から異議が生じても、管理者は責任を負いません。 


